
第52回大会〕

2Aa-5

家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

イギリス労働市場における女性間格差
松村真木子　（お茶大・院）

　目的　イギリスにおいて、労働年齢の女性労働力率は80年代半ばに70%を越え、専門管理職
フルタイム就労の女性が増加した。　しかし、女性が多く参入している職種は､一般職（一般事
務職､秘書）、個人向けサービス業（保母）および販売職である。また、労働形態では、男子
はフルタイム就労が８割に達するが、女性はフルタイムが４割弱であり、短時間労働に就く割
合が依然として高い。
　このように、労働市場における女性が置かれた位置について、女性がどのくらい参入してい
るかを示す割合が中心に検討されてきた。そこで、本研究は、あらたな指標として所得に着目
し｡女性の位置について検証する。特に､労働市場における女性間の収入格差に焦点を当てて検
証する。
　方法　イギリス労働力調査のローデータを基に､過去１年間に収入を得た女性間の収入格差を
検証する。
　結果　女性間で所得格差が顕著に現れた項目は､職種および職業階層であった。たとえば、
フルタイム就労では､専門職および管理職と一般職との格差は２倍以上､準専門職と一般職は1.5
倍以上の開きがあった。個人向けサービス業は､一般職の1／9であった。
　雇用期間では就労形態ごとに検討すると所得に大きな差は見られなかった。配偶関係では、
フルタイムでは大きな差が見られなかったものの、短時間労働者では同居配偶者の有無で差が
見られた。
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　　　　　　　　　　　　柿野成美（消費者教育支援センター）

【目的】学校や地域で行われる消費者教育においては、企業の情報提供や消費者啓発活動

か重要である。その一方で、社員というー消費者・一市民を抱える企業自体も消費者教育

の場として機能することが期待されるが、その現状は明確ではない。そこで本研究では、

企業における一般消費者に対する啓発活動に加え、社員に対する消費者教育の現状を把握

し、今後のあり方について検討することを目的とする。

　【方法】郵送調査:1999年1～2月、都内に本社および事業所のある上場企業1,012社を

無作為に抽出し、顧客対応部門（お客様サービス担当）宛に調査票を郵送。有効回収率

24.5％。回答企業の属性は、業種では製造業が64.5％、企業規模では500人未満19%、500

～1,000人13.7％、1,000～5,000人37.1％､5,000～10,000人12.5％、10,000人以上17.7％

であった。ヒアリング調査:1999年３月、郵送調査回答企業７社を対象に実施。

　【結果】（1）顧客対応部門の設置状況は企業規模が大きくなるほど高い。部門内部では、

消費生活アドバイザーなどの資格取得を推進、ホームページを使った「Web版お客様相談
室」の開設、顧客満足制度などの取り組みがあった。（2）一般消費者への啓発活動はホー

ムページの利用が多く、次に紙媒体、ビデオの順であったか、学校教育等での活用を視野

に入れている企業は多くなかった。（３）社員に対する消費者教育を実施している企業は約

６割で、テーマは環境教育や消費者被害防止の教育が中心であった。約8 割の企業が今後

も力を入れていきたいと回答しているが、「何をやったらよいかわからない」、「情報が足

りない」等の意見も多く、行政による情報提供等の支援が必要だと考えられる。
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